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I-1 平和不動産リート投資法人の特徴

『東京都区部を中心とするオフィス・レジデンス（賃貸マンション）』に
投資する複合型Jリート

平和不動産グループによるポートフォリオ運用

多数の物件へ投資を行う分散型のポートフォリオ
-保有物件数 100物件（オフィス31物件、レジデンス69物件）*

高いテナント需要が見込まれる東京都区部を中心に投資
-平和不動産のサポートが得られる地方大都市にも厳選投資

繰越利益等の活用による安定分配が可能
- 第31期分配金支払後 20.85億円

オフィスの高い収益性とレジデンスの高い安定性
- オフィス：中規模オフィス/レジデンス：シングル・コンパクトタイプへの重点投資
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*2017年11月末時点の保有物件数
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I-2 平和不動産の概要

東京証券取引所ビル 大阪証券取引所ビル

（＊）「東京証券取引所ビル」、「大阪証券取引所ビル」、「名古屋証券取引所ビル」及び「内幸町平和ビル」は平和不動産株式会社が所有・管理・運営を行っており、また、ザ・パークハウス新宿タワー」は分譲済であり、
いずれも本投資法人の保有資産ではありません。

名古屋証券取引所ビル 内幸町平和ビル ザ・パークハウス新宿タワー

商 号 平和不動産株式会社

設 立 1947年7月

本店所在地 〒103-8222 東京都中央区日本橋兜町1番10号

支店 大阪支店・名古屋支店・福岡支店・札幌支店

代表者 代表取締役社長 岩熊 博之

資本金 214億92百万円 （2017年3月31日現在）

上場証券取引所 東証一部・名証一部・福岡・札幌

事業内容 1. 賃貸事業 2. 不動産開発事業
3. 住宅開発事業 4. その他の事業

http://www.heiwa-net.co.jp/

平和不動産は、1947年に日本証券取引所（全国11カ所の株式
取引所を統合して1943年に設立された半官半民の営団組織の取
引所）が解散されるにあたり、同所が東京、大阪、名古屋その他に
所有する証券取引所等の施設を、新たに設立される会員組織の
証券取引所ならびに証券業者等に賃貸することを目的として、同
所が発起人となり、これらの財産を現物出資して設立されました。

以来、日本の証券市場を支える証券取引所施設を所有し、その
管理・運営や開発等を行う総合不動産会社として展開しています。

また、2011年2月17日に三菱地所株式会社と資本業務提携し、
日本橋兜町再開発に関して中長期的な協働関係を構築して取り
組んでいます。
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BM業務委託

きめ細かい運営管理

ML・PM開発物件

パイプライン
サポート

グループ各社の専門性を活用

ウェアハウジング機能 売買仲介等保有物件

I-3 平和不動産グループによるポートフォリオ運営

財務
サポート

PM業務委託
質の高い運営管理

セイムボート出資
13.38％

（2017年5月末現在 ）

ポートフォリオ運用

役職員派遣出資比率１００%
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I-4 平和不動産リート投資法人の概要

投資法人概要

名称 平和不動産リート投資法人

資産運用会社
平和不動産アセットマネジメント株式会社
（関東財務局長（金商）第316号）

スポンサー 平和不動産株式会社

上場日 2005年3月8日（東京証券取引所）

発行済投資総口数 1,014,847口

時価総額(第31期末) 874億円

財務内容

資産規模（取得価額） 1,663億円

借入金・投資法人債総額 792億円

格付 JCR A（安定的）

鑑定LTV 43.2%

含み益額（含み益率） 219.8億円（13.6%）

（注）資産規模及び借入金総額は2017年8月末時点の数値、鑑定LTV及び含み益額（含み益率）は第31期末（2017/5）時
点の数値を記載しています。

（注）鑑定LTVは以下の計算式により求められる数値をいいます。
鑑定LTV＝有利子負債残高÷鑑定評価額の合計

1月

2月

3月

4月

5月

6月7月

8月

9月

10月

11月

12月

決算

分配金支払い

決算発表・決算短信提出

決算説明会

資産運用報告発刊

年間スケジュール

資産運用報告発刊

決算発表・決算短信提出 決算

分配金支払い

決算説明会
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東京ビジネス地区オフィスビル賃料指数 首都圏レジデンス賃料指数

景気後退期

景気拡大期

 景気感応度が高く、収益の変動性が高いオフィス賃料
 景気変動の影響を受けにくく、収益の安定性が高いレジデンス賃料
 オフィスとレジデンスにバランス良く投資することで、収益性と安定性の双方を追求

※三鬼商事株式会社及びIPD/リクルート日本住宅指数の公表データに基づいて平和不動産アセットマネジメント株式会社が作成

I-5 オフィスの収益性とレジデンスの安定性

※2006年6月の賃料指数を100として計算しています
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 主要都市に集中する事業所の需要
 首都圏および平和不動産が各営業拠点においてカバーしている地域も本投資法人の投資対象エリアに（12都道府県）
 全国に所在する全事業所のうち投資対象エリアの属する都道府県が占める割合は、57.5%

I-6 オフィス①：主要都市に集中する事業所と投資対象エリア

都道府県別の事業所数

総務省統計局「平成26年経済センサス」の公表データに基づいて平和不動産アセットマネジメント株式会社が作成

第一投資エリア
728,710

12%

第二投資エリア
797,016

13%

地方投資エリア
1,879,379

32%

投資エリア以外
2,521,699

43%

東京都

神奈川県

埼玉県

千葉県

大阪府

愛知県

北海道
兵庫県

福岡県
広島県

京都府

宮城県

投資対象エリアが属する都道府県

投資対象エリアが属していない都道府県

 投資対象エリアの属する都道府県のオフィスが

 全国のオフィスに占める割合 57.5%
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50人未満

97.1%

50人以上

2.9%

1-4人

3,225,4285-9人

1,090,283

10-19人

650,018

20-29人

230,983

従業員50名未満

の事業所数

5,357,808

 全国の総事業所数に占める、従業員50名未満の事業所数の割合は97.1%
 投資対象エリアの主要都市における中小型サイズのオフィス需要も非常に強い

I-7 オフィス②：中規模のオフィスを中心としたポートフォリオを構築

代表的な都市の1事業所あたり就業者数

総務省統計局「平成26年経済センサス」の公表データに基づいて平和不動産アセットマネジメント株式会社が作成

東京都

愛知県

大阪府

愛知県の事業所のうち
従業員が50名未満の

割合は96.5%

大阪府の事業所のうち
従業員が50名未満の

割合は96.6%

1事業所あたり就業者数 （全国、除：出向・派遣従業者のみ）

 全国の総事業所数(5,520,441)

 に占める従業員50名未満の事業

 所の割合
97.1%

従業員数 事業所数 割合

1-4人 3,225,428 58.4%

5-9人 1,090,283 19.7%

10-19人 650,018 11.8%

20-29人 230,983 4.2%

30-49人 161,096 2.9%

50-99人 101,321 1.8%

100-199人 38,678 0.7%

200-299人 10,387 0.2%

300人以上 12,247 0.2%

合計 5,520,441

従業員数 事業所数 割合

50人未満 5,357,808 97.1%

50人以上 162,633 2.9%

0

100,000

200,000

300,000

400,000 東京都の事業所のうち
従業員が50名未満の

割合は95.9%
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 東京23区における、築20年未満の中小型オフィス（109万坪）は全オフィス（1,226万坪）の8.89%
 2017年から2020年にかけてオフィスの大量供給が見込まれているが、その大半は大規模物件によるもの

I-8 オフィス③：中規模のオフィスを中心としたポートフォリオを構築

大きく減少する中小型物件の競合物件 供給量の低下する中規模物件と供給量の増加する大規模物件

大規模物件

年平均137,900坪

中規模物件

年平均42,500坪

大規模物件

年平均164,750坪

中規模物件

年平均 16,000坪

出所：ザイマックス不動産総合研究所 2016年12月26日付「 【東京23区】オフィス新規供給量2017・
オフィスピラミッド2017」の“東京23区供給量（賃貸面積）”に基づいて平和不動産アセットマネジメント株式会社作成

中小型物件の供給量は大幅に減少
↓

競合物件の減少

出所：ザイマックス不動産総合研究所 2016年12月26日付「【東京23区】オフィス新規供給量2017・オフィスピラ
ミッド2017」

2007-2016年平均

2017-2020年平均

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

延床3,000坪以上10,000坪未満 延床10,000坪以上

（坪）
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東京都心3区大規模物件 東京都心3区大型物件 東京都心3区中小型物件

 都心の中小型オフィスビルは景気後退期においても相対的に賃料下落幅が小さい
 都心の大規模物件の賃料はピークからボトムにかけて半分以下の水準まで下落

I-9 オフィス④：東京都区部の中規模オフィスの特徴

東京都心3区のオフィス物件規模別相対賃料推移

三幸エステート・ニッセイ基礎研究所「オフィス・レントインデックス」の公表データに基づいて平和不動産アセットマネジメント株式会社が作成

大規模物件の賃料変動幅

賃料のダウンサイドリスク

中小型 < 大型 < 大規模

大型物件の賃料変動幅

中小型物件の賃料変動幅
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（千人）

 日本は人口減少期に突入
 その一方で主要都市の人口増加は続く

総務省統計局の公表データに基づいて平和不動産アセットマネジメント株式会社が作成

I-10 レジデンス①：主要都市に集中する人口と投資対象エリア

都道府県別の人口変化（2010/10/1 - 2015/10/1）

投資エリアの属する都道府県
を除く地域の人口の変動

-1,315,000人

投資エリアの属する都道府県
の人口の変動

+355,000人
投資対象エリアが属する都道府県

投資対象エリアが属していない都道府県
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（千世帯）

 人口の減少に反して都市部での世帯数は増加の見込み
 特に東京経済圏、名古屋経済圏の世帯増加数（予測）は他のエリアを大きく引き離している。

国立社会保障・人口問題研究所の公表データに基づいて平和不動産アセットマネジメント株式会社が作成

I-11 レジデンス②：増加する投資対象エリアの世帯数

都道府県別の世帯数増減の見込み（2015年から2025年の10年間）

投資エリアの属する都道府県
を除く地域の世帯数の変動見通し

-650,000世帯

投資エリアの属する都道府県
の世帯数の変動見通し

+185,000世帯
投資対象エリアが属する都道府県

投資対象エリアが属していない都道府県
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シングル・コン

パクト住居

35,180 

67%

それ以外
17,259 

33%

シングル・コン

パクト住居

34,645 

65%

それ以外
18,408 

35%

シングル・コン

パクト住居

33,480 

63%

それ以外
19,424 

37%

シングル・コンパクト住居の需要見込（2015年→2025年）

+1,700,000件

 世帯の少人数化が進展：世帯の形が徐々に変化し、1世帯あたりの人員が減少する見込み
 人口減少時代においても、シングル・コンパクトタイプの住居を必要とする世帯数は増加していく見込み

I-12 レジデンス③：増加を続ける世帯数

シングル・コンパクトタイプ住居の需要（単位：千世帯）

単独世帯

17,637 

33%

夫婦のみ

10,861 

21%

ひとり親と子

4,982 

9%

夫婦と子・他

19,424 

37%

単独世帯

18,270 

34%

夫婦のみ

11,037 

21%

ひとり親と子

5,338 

10%

夫婦と子・他

18,408 

35%

単独世帯

18,648 

35%

夫婦のみ

10,973 

21%

ひとり親と子

5,558 

11%

夫婦と子・他

17,259 

33%2015年
33,480
千世帯

2020年
34,645
千世帯

2025年
35,180
千世帯

（単位：千世帯） （単位：千世帯）（単位：千世帯）

国立社会保障・人口問題研究所の公表データに基づいて平和不動産アセットマネジメント株式会社が作成
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シングル

3,880戸
82%

コンパクト

639戸
14%

ファミリー

199戸
4%

 将来の需要が増加するシングルタイプ・コンパクトタイプのレジデンスに集中投資
 同じ規模の建物からより多くの賃料収入を得るためにコンパクトな部屋を数多く作ることで、効率的な運営が可能に

I-13 レジデンス④：運用効率の高いシングル・コンパクトタイプ物件

ルームタイプ別保有割合・賃料水準（第31期末時点）

ルームタイプ
（面積）

保有戸数 平均面積 平均稼働率
（第31期末）

賃料単価
（東京23区内）

シングルタイプ
（40㎡未満）

3,880 戸
(82.2%)

8.11 坪
（26.8 平米）

95.88% 13,699円/坪

コンパクトタイプ
（40㎡以上60㎡未満）

639 戸
(13.5%)

14.52 坪
（48.0 平米)

97.20% 12,011円/坪

ファミリータイプ
（60㎡以上）

199 戸
(4.2%)

23.90 坪
（79.0 平米)

98.01% 11,129円/坪

代表的な間取り
● シングルタイプ（Type 1） ● コンパクトタイプ ● ファミリータイプ● シングルタイプ（Type 2）

ルームタイプ別
保有割合

(戸数)
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0～5年

0.7%
5～10年

11.1%

10～15年

47.5%

15～20年

11.4%

20年～

29.2%

921.1
969.1

1,437.2

1,291.9 1,291.2
1,321.5 1,321.5

1,382.7 1,381.6

1,476.6 1,476.6

1,550.4 1,561.1

1,647.4 1,628.8
1,666.4

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

第16期
2009/11

第17期
2010/5

第18期
2010/11

第19期
2011/5

第20期
2011/11

第21期
2012/5

第22期
2012/11

第23期
2013/5

第24期
2013/11

第25期
2014/5

第26期
2014/11

第27期
2015/5

第28期
2015/11

第29期
2016/5

第30期
2016/11

第31期
2017/5

資産規模 1,663.5億円

物件数
100物件

（オフィス 31物件）
（レジデンス 69物件）

期中平均稼働率
（第31期） 97.82％

ポートフォリオの状況（2017年8月末時点）

I-14 ポートフォリオの状況

 ジャパン・シングルレジデンス投資法人（JSR）との合併や4年連続の公募増資などを経て、資産規模は着実に拡大
 同時にポートフォリオの分散を進め、物件の分散（100物件）とエリアの分散が安定した稼働率と収益の源泉となっている

資産規模の推移（億円）

用途 投資エリア

公募
増資

JSRと
合併

公募
増資

公募
増資公募

増資

築年数

平均築年数

17.1年

オフィス

43.9%
レジデンス

56.1%

都心5区

43.1%

東京

23区

25.3%

その他

22.1%

東京都区部

68.4%

東京都

周辺

9.5%
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 本投資法人が東京地区に所有する物件の一部をご紹介

（その他の物件については巻末のポートフォリオ一覧でご確認ください）

I-15 ポートフォリオの状況：代表的な物件

物件の特徴：本物件は、東京メトロ日比谷線及
び東西線「茅場町」駅徒歩3分に位置する物件

です。 竣工時より東京証券業健康保険組合が
診療所として使用しており、テナントの異動が1度

もない物件になります。オフィスへの転用も可能な
構造となっており、東西南北に地下鉄や幹線道
路が通り、都心部各方面へのアクセスに優れてい
ます。貸室は約130坪とまとまった面積を備えてお

り、テナント獲得能力が高く、安定した賃貸需要
が見込める物件です。

茅場町平和ビル

三田平和ビル（底地）

物件の特徴：本物件は、第一京浜・日比谷通
り・桜田通りの結節点として道路交通の要所
に位置しており、都営三田線・浅草線「三田」
駅、JR山手線・京浜東北線「田町」駅の利用

が可能で都心各所への交通アクセスが良好
です。 駅への接近性が良好であること等に
より、大手企業の本社が集積する等立地に
優れ、画地規模が大きく、また、日比谷通り
に面し、四方路であることにより視認性は高
く、同一需給圏内において高い競争力を有し
ます。

現在、本投資法人では本物件の底地を所有し
ており、平和不動産に賃貸しています。 平和
不動産は本物件と建物を合わせて東証一部上
場企業へ賃貸しています。

物件の特徴：本物件は、
都営三田線・東京メトロ
南北線「白金高輪」駅徒
歩2分に位置する物件で

す。高い交通利便性に加
え、落ち着いた住環境と分
譲クラスの充実した設備を
備えていることから、規模
的にもスペック的にも高い
競争力を有する物件で
す。

ＨＦ白金高輪レジデンス

ＨＦ駒沢公園レジデンスＴＯＷＥＲ

物件の特徴：本物件は、
地下鉄「駒沢大学」駅か
ら、徒歩約2分の場所に

あるタワーマンションで
す。中高層の店舗、オ
フィスビルおよび共同住
宅が混在するエリアで
す。都内中心部に近接し
た生活利便性の高い地
域に位置し、ディスポー
ザー、ＩＨクッキングヒー
ター、ドラム式洗濯乾燥
機、ビルトイン浄水器等
のハイグレード設備を備
えたテナント訴求力の高
い物件です。

90

92

94

96

98

100

稼働率
（第30期-第31期）
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 本投資法人が名古屋地区に所有する物件の一部をご紹介

（その他の物件については巻末のポートフォリオ一覧でご確認ください）

I-16 ポートフォリオの状況:代表的な物件 その2

物件の特徴：本物件は、地下鉄「丸の内」駅か
ら徒歩3分、地下鉄「久屋大通」駅から徒歩約4

分に位置し、伏見地区、栄地区へも徒歩圏内
に位置するほか、各方面へのアクセスは良好で
す。本物件が位置する桜通沿いには金融機関
の自社ビルや賃貸事務所ビルが建ち並んでお
り、また、築年浅い事務所ビルが多くみられるな
ど、名古屋エリアにおける屈指のオフィス立地で
す。

物件の特徴：本物件は名古屋市営地下鉄名
城線「矢場町」駅、名古屋市営地下鉄東山
線・名城線「栄」駅から徒歩圏内で中高層の
店舗事務所等が建ち並ぶ商業地域に所在
します。アート・デザイン関連の情報発信基
地としての「ナディアパーク」が近接している
ことから、IT、デザイン、ソフトウェア関連の
テナント業務需要が見込めます。

ＨＦ桜通ビルディング
栄ミナミ平和ビル

物件の特徴：本物件
は、地下鉄「久屋大
通」駅徒歩約4分に位

置し、商業の中心部
である「栄」エリア、ビ
ジネスの中心部であ
る「伏見」・「丸の内」
エリアに近接します。
都心生活を楽しまれ
たい方、さらに生活利
便性を求めたい方に
は良好な物件です。

HF久屋大通レジデンス

ｃ

90

92

94

96

98

100

稼働率
（第30期-第31期）

90

92

94

96

98

100

稼働率
（第30期-第31期）
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 本投資法人が関西地区に所有する物件の一部をご紹介

（その他の物件については巻末のポートフォリオ一覧でご確認ください）

I-17 ポートフォリオの状況:代表的な物件 その3

神戸旧居留地平和ビル ＨＦ梅田レジデンスＴＯＷＥＲ

物件の特徴：本物件は、
地下鉄「東梅田」駅と
「梅田」駅の徒歩圏に
位置し、大阪中心部へ
のアクセスに優れたエ
リアにあります。シンプ
ルなデザインの超高層
マンションで、24時間対

応のフロントに、高水準
のセキュリティーシステ
ム、ジャグジーバス、
ディスポーザー、ＩＨクッ
キングヒーター、など都
心生活を満喫できるハ
イスペックな物件です。

物件の特徴：本物件は神戸有数の業務商業地
域「旧居留地地区」にあるオフィスビルです。本物
件の前身はゴムの取引所として使用されていた建
物でしたが、1995年の阪神淡路大震災での被害

が大きかったことから平和不動産が再開発した物
件です。旧居留地の雰囲気にマッチしたクラシックな
外観と内装が

入居希望者の興
味を強くひきつける
とともに、元町駅、
三宮駅及び旧居
留地・大丸前駅
などが利用可能な
ことから利便性の
高さが特徴の物
件です。

物件の特徴：本物
件は、阪急電鉄京
都線「河原町」駅か
ら徒歩約4分と交通

利便性が良好で
す。また、烏丸通沿
い及び四条通沿い
のオフィスエリアや
河原町等の繁華街
エリアへの接近性
に優れ、通勤や生
活の利便性が高く、
高い賃貸需要が期
待できる物件です。

ＨＦ四条河原町レジデンス
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 本投資法人が福岡地区に所有する物件の一部をご紹介

（その他の物件については巻末のポートフォリオ一覧でご確認ください）

I-18 ポートフォリオの状況:代表的な物件 その4

物件の特徴：本物件は地
下鉄「馬出九大病院前」
駅から徒歩約3分と最寄

駅への接近性に優れ、福
岡市の商業・ビジネスの
中心である「博多」、「天
神」エリアにも近接するこ
とから、非常に生活利便
性の高いエリアにありま
す。また、九州大学、九
州大学附属病院、及び福
岡県庁が隣接していま
す。

ＨＦ天神東レジデンス

ＨＦ九大病院前レジデンス

物件の特徴：本物件は地
下鉄「中洲川端」駅から徒
歩約8分、九州随一の繁

華街である中洲地区に近
接し、中高層の事務所ビ
ルや店舗のほか、マンショ
ン等が建ち並ぶ商業地域
です。また、市内各所への
アクセスは良好で利便性
が高いため、ワンルームタ
イプの単身者向マンショ
ン、あるいはＳＯＨＯとして
高い需要が見込めます。
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I-19 ポートフォリオの状況:高い稼働率と物件運用利回り

期中平均稼働率

物件運用利回り（NOI利回り）

第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

オフィス 93.6% 93.2% 91.8% 93.7% 96.0% 95.9% 96.4% 96.6% 97.0% 96.0% 96.3% 97.3% 97.7% 97.0% 98.2% 99.5%

レジデンス 86.5% 86.0% 91.8% 94.3% 93.8% 95.1% 95.9% 96.4% 96.5% 96.5% 96.6% 97.0% 96.2% 96.1% 96.8% 96.7%

総合稼働率 89.5% 89.0% 92.0% 94.5% 94.7% 95.6% 96.3% 96.6% 96.8% 96.5% 96.7% 97.3% 96.9% 96.5% 97.3% 97.8%

85%

90%

95%

100%

オフィス レジデンス 総合稼働率

4.46%

4.37%

4.90%

4.61%

4.81%
4.87%

4.76%
4.80%

4.95%

5.06%
5.02%

5.12%
5.08% 5.09%

5.14%

5.26%

4.2%

4.4%

4.6%

4.8%

5.0%

5.2%

5.4%

第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

2期連続

スポンサー変更後
最高値を更新

2期連続

上場来最高
を更新
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734

1,091 

1,486 

1,865 
1,821 1,811 1,795 

1,879 

1,984 

2,168 2,149 

2,320 

2,235 

2,395 
2,427 

2,522 

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

第16期

2009/11

第17期

2010/5

第18期

2010/11

第19期

2011/5

第20期

2011/11

第21期

2012/5

第22期

2012/11

第23期

2013/5

第24期

2013/11

第25期

2014/5

第26期

2014/11

第27期

2015/5

第28期

2015/11

第29期

2016/5

第30期

2016/11

第31期

2017/5

（百万円）

I-20 ポートフォリオの状況:成長を続ける営業収益と営業利益

営業収益の推移（物件の売却益を除く） 営業利益の推移（物件の売却損益を除く）

2,840 

2,703 

3,375 

4,338 

4,110 

4,223 
4,296 

4,610 4,596 

5,060 5,053 

5,416 
5,372 

5,632 
5,698 

5,828 

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

第16期
2009/11

第17期
2010/5

第18期
2010/11

第19期
2011/5

第20期
2011/11

第21期
2012/5

第22期
2012/11

第23期
2013/5

第24期
2013/11

第25期
2014/5

第26期
2014/11

第27期
2015/5

第28期
2015/11

第29期
2016/5

第30期
2016/11

第31期
2017/5

（百万円） 3期連続

上場来最高
を更新

3期連続

上場来最高
を更新
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90,804 

88,835 

91,006 

87,215 
87,812 

87,565 

88,918 
88,428 

89,922 

91,350 

94,550 

98,411 

102,026 

104,916 

108,370 

112,737 
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2010/5
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2016/5
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2016/11

第31期
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（円）

7期連続

スポンサー変更後
最高値を更新

734

1,317 

1,375 

1,550 

1,574 

1,550 
1,560 

1,640 
1,654 

1,670 

1,703 
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1,884 
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2016/11

第31期
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第32期
2017/11

第33期
2018/5

（円）

I-21 ポートフォリオの状況:成長を続ける1口当たりの純資産価値と分配金

1口当たり純資産価値（NAV）の推移 1口当たり分配金の推移

（注）第32期および第33期の分配金については、2017年7月18日付で公表した予想数値を記載しています。
予想数値は一定の前提条件を下に算出したものであり、状況の変化により実際の分配金の額は変動する可能性があります。

700

中期目標

2,000円
達成
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一時差異等調整積立金の活用

I-22 繰越利益の活用による安定分配

安定分配のため、合併の際に発生した『負ののれん』の有効活用

「投資法人の計算に関する規則」等の改正を受けて、第28期（2015年11月期）に係る金銭の分配に係る計算書におい
て、負ののれん発生益による内部留保の残額を「一時差異等調整積立金」に振り替え、第29期（2016年5月期）以降、
当該積立金の範囲内で、毎期1口当たり40円の取り崩しを実施し、投資主へ還元を致します。

合併対価＜純資産価値
80＜100

負ののれん

合併対価＞純資産価値
120＞100  

正ののれん

（注）上記内容は、合併対価として株式交付を行ったモデルケースの場合の負ののれんの発生について記載しています。

合併を行う際の合併対価と純資産価値の差額のことを言います。

負ののれんとは

負ののれんとは

割安な価格で合併先の資産及び負債を継承

↓
負ののれん相当額は、次期繰越利益として
計上され、いつでも取崩が可能になります。

一時差異等調整積立金

2,085百万円

分配金：40円/口の増額

・売却損の一時的な費用
・災害等による突発的な修繕
・戦略的な修繕費用支出
・その他
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I-23 運用方針と中期目標

フリーキャッシュの活用（第31期末残高 79.9億円）
• 地震などの大災害等、不測の事態への対応

• 新規物件の取得、バリューアップ等の戦略的CAPEX投資

• 借入金・投資法人債の返済資金

• 自己投資口の買入消却

外
部
成
長

 着実かつ健全な外部成長の継続

・過熱したマーケットに振り回されず、ポートフォリオの質と収益性の向上に資する物件に厳選投資

・スポンサーと協働し、開発等、多様な手法による取得機会の拡大を図る

・借入余力を活用した機動的な物件取得

 入替戦略の継続的な取り組み

・低収益物件、小規模レジデンスを優良なオフィスやレジデンスに入替、ポートフォリオの収益力改善を図る

 用途・エリア

・優良なオフィスとレジデンスの双方への厳選投資

・東京都区部をメインエリアとし、スポンサー・サポートが得られる地方大都市にも厳選投資

内
部
成
長

 高稼働率の維持・向上

・ スポンサー、PMと連携し適切かつタイムリーなリーシング施策の実施によるテナント需要の取り込み

・良質な運営・管理、CS対応施策の実施によるテナント退去の防止

・ダウンタイムの短縮

 賃料増額による賃貸収益の向上

・ テナント入替時及び契約更改時における賃料増額（是正）の推進

 戦略的なCAPEX投資の実施

・物件競争力、収益性及びCS向上につながるバリューアップ工事を計画的に実施

 付帯収入の増加と各種費用の削減を継続

財
務
運
営

 安定した財務基盤の構築

・借入金の長期化、固定化および満期の分散化を進めることで市場金利変動の影響を受けにくい財務基盤を構築

 LTVのコントロール

・適切なLTVコントロールによって、金融環境に左右されない安定した物件取得、ポートフォリオと収益の持続的な拡

大を図る

 資金調達手段の多様化

・公募増資によるエクイティ調達、幅広い業態からなるレンダーフォーメーション、投資法人債等、

様々な性格の資金へのアクセスを構築

 金融コストの低減

分配金

2,025円/口（第32期予想）

2,025円/口（第33期予想）

中期目標

分配金
資産規模

 分配金の持続的な成長

 中期的に分配金2,250円を目指した活動

現在の分配金水準は、新規取得物件の公租公

課が費用化されていないことや歴史的に見ても

高いオフィスの稼働率などに支えられていること

から、まずは巡航水準で分配金2,000円/口を

しっかりと作りこみ、その上で次の目標に向けて

取り組みを行っていく。

一時差異等調整積立金の活用
物件売却による損失発生時、戦略的な大規模支出ある

いは突発的な要因およびその他に対して一時差異等調

整積立金を充当し、分配金の安定化を図る

2,250円
2,000億円

：
：



II 運用状況
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II-1 平和不動産リート投資法人の成長の軌跡
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II-2 外部成長① 多様な物件取得手段

 スポンサーサポートを活用した多様な物件取得方法
 多様な物件取得手法の活用による取得機会の増加

広小路
アクアプレイス

HF桜通
ビルディング

ＨＦ日本橋浜町
ビルディング

ＨＦ仙台本町
ビルディング

茅場町
平和ビル

神戸旧居留地
平和ビル

栄ミナミ
平和ビル

HF上野ビルディング 麹町HFビル

三田
平和ビル
（底地）

スポンサーシップ
強化以降の

取得価格の合計

54,114
百万円

（2017年5月末時点）

平和不動産によるサポート

平和不動産からの直接取得 4物件10,918百万円

ウェアハウジング 12物件30,308百万円

ブリッジファンドの活用

2物件4,750百万円

第三者からの直接取得

6物件8,138百万円

HF九段南
ビルディング

HF仙台
レジデンスEAST

スポンサーシップ強化以降
平和不動産のサポートを

受けた取得割合

94.7 ％

（注） 「スポンサーシップ強化以降」とは平和不動産によるスポンサーシップ強化が実施された第16期（2009年11月期）以降をいいます。

HF東札幌
レジデンス

HF名駅北
レジデンス

HF関内
レジデンス

日総第5ビル

ＨＦ西公園
レジデンス

ＨＦ晩翠通
レジデンス

アクロス新川ビル 千住ミルディス
Ⅱ番館

ＨＦ博多東
レジデンス

ＨＦ仙台五橋
レジデンス

ＨＦ若松河田
レジデンス

ＨＦ神田小川町
ビルディング
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所在地 東京都中央区新川

取得価格 3,250百万円

鑑定評価額 3,570百万円

NOI利回り（注） 4.97％

償却後利回り（注） 4.64％

取得面積/延床面積 5,138.7㎡/17,818.0㎡

建築時期 1994年6月27日

取得日 2017年1月20日

所在地 東京都足立区千住

取得価格 1,650百万円

鑑定評価額 1,860百万円

NOI利回り（注） 5.90％

償却後利回り（注） 4.60％

取得面積/延床面積 2,905.5㎡/26,466.7㎡

建築時期 2004年2月1日

取得日 2016年12月15日

アクロス新川ビル 千住ミルディスⅡ番館

（注）ＮＯＩ利回り＝各取得資産にかかる運用純収益（ＮＯＩ）÷各取得価格 *NOIは各取得資産の鑑定評価書に記載された直接還元法による収益価格の前提となる1年間のNOIを用いています。
償却後利回り＝（各取得資産にかかる運用純収益（NOI）*－減価償却費**）÷各取得価格 **減価償却費は本投資法人の既存運用資産と同じく、耐用年数に応じた定額法の償却率により本投資法人が試算した1年間の試算値を用いています。

東京メトロ東西線及び日比谷線「茅場町」駅から徒
歩5分の場所に立地。そのほかにも東京メトロ日比

谷線「八丁堀」駅と東京メトロ半蔵門線「水天宮前」
駅を徒歩圏に擁し、複数路線、複数駅が利用可能
です。

都内の主要幹線道路である「永代通り」に面し、落
ち着いた高級感ある外観と合わせて高い視認性を
有しています。本物件が立地する茅場町・八丁堀・
新川エリアは、中小型オフィスが多く、本物件の競
争力は高いと思われます。
本投資法人は4階から6階部分と2階および14階の

一部を取得する予定で、建物全体に対する投資割
合は28.84%になります。

ＪＲ常磐線、東京メトロ千代田線・日比谷線、東武
スカイツリーライン、つくばエクスプレス「北千住」駅
にペデストリアンデッキを経由して徒歩2分の場所

に立地しており、物件へのアクセスは非常に良好
です。
北千住駅西口地区市街地再開発として2004年2月

に建設され、「千住ミルディスⅠ番館」と「千住ミル
ディスⅡ番館」の2棟で構成される商業・オフィス・

医療・住居エリアを備えた大規模複合施設の一角
を占めます。
本投資法人は4階および5階のオフィス部分を取得
済みであり、建物全体に対する投資割合は10.98%
になります。

II-3 外部成長② 第31期新規取得物件

所在地 福岡県福岡市博多区

取得価格 880百万円

鑑定評価額 901百万円

NOI利回り（注） 5.25％

償却後利回り（注） 4.00％

延床面積 2,702.02㎡

建築時期 2008年9月9日

取得日 2017年1月23日

ＨＦ博多東レジデンス

福岡市地下鉄空港線「東比恵」駅から徒歩6分の場

所に立地しており、最寄駅から福岡空港へのアクセ
スが良好です。また、オフィス・商業施設等が集積
する「博多」駅まで1駅約3分、「天神」駅まで4駅約9
分と商業集積地域へのアクセスにも優れています。

設備水準については、オートロック、ＴＶモニター付
インターフォン等防犯面に配慮されているほか、バ
ス・トイレ別、浴室乾燥機及び温水洗浄便座等が備
えられています。本物件の主な需要層である単身
者の高いニーズに応えられる仕様となっており、近
隣物件と比較しても十分な競争力を有しています。

仙台市営地下鉄南北線「五橋」駅から徒歩4分の場

所に立地しています。最寄駅からオフィス・商業施設
等が集積する「仙台」駅まで1駅2分、商業の中心地
である「広瀬通」駅まで2駅3分であることに加え、仙

台駅周辺や一番町エリアにも徒歩圏であるなど、主
要ビジネス街へのアクセスに優れています。
約34㎡の1DKタイプ・全55戸で構成。オートロック、Ｔ

Ｖモニター付インターフォン等防犯面に配慮されてい
ます。バス・トイレ別、浴室乾燥機及び温水洗浄便
座等が設置されており、主な需要層である単身者の
高いニーズに応える仕様で、高い競争力を有すると
考えられます。

ＨＦ仙台五橋レジデンス

所在地 宮城県仙台市青葉区

取得価格 850百万円

鑑定評価額 881百万円

NOI利回り（注） 5.44％

償却後利回り（注） 4.05％

延床面積 2,749.77㎡

建築時期 2006年11月15日

取得日 2017年2月23日
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 資産入替によりポートフォリオの質が改善：含み損益、NOI、賃貸事業利益、NOI利回り、償却後利回りの各水準が改善し、分配金の成長を牽引

取得物件
（入替）

売却物件
（入替）

資産入替および新規取得の効果

スポンサー変更以降取得した物件と売却した物件のパフォーマンス

Of-38 アクロス新川ビル

Of-39千住ミルディスⅡ番館

Of-13 渋谷ＡＸヒルズ

Of-15 HF中目黒ビルディング

取得物件
（新規）

Re-81 ＨＦ博多東レジデンス
入替

Re-82 ＨＦ仙台五橋レジデンス

資産入替および新規取得（渋谷AXヒルズの譲渡時期は第30期）

（注）2010年10月1日の旧ジャパン・シングルレジデンス投資法人との合併時に、同投資法人から承継した物件は除きます。
（注）第31期に取得した「アクロス新川ビル」、「千住ミルディスⅡ番館」、「HF博多東レジデンス」、「HF仙台五橋レジデンス」の4物件については、現時点で

計算期間が非常に短く正しい数値が計算できないこと、および、公租公課が未計上であることから、上記では巡航ベースのNOI利回りを示すため、
取得時における鑑定評価書に記載された直接還元法による1年間の運営収益（NOI）を取得価格で除した数値を掲載しています。

-50%

-40%
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0%
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NOI利回り（簿価ベース）
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み
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益
率

渋谷AXヒルズ

HF中目黒ビルディング

アクロス新川ビル

HF仙台五橋レジデンス

千住ミルディスⅡ番館

HF博多東レジデンス

新規取得による
NOIの増加額

＋1,557 百万円
（＋1,534円/口）

譲渡による
NOIの減少額

▲396 百万円
（▲390円/口）

（注）売却物件について、「渋谷AXヒルズ」は第30期、「HF中目黒ビルディング」は第31期に完了しています。
（注）売却物件の鑑定評価額は、「渋谷AXヒルズ」が第29期末時点（1,500百万円）、「HF中目黒ビルディング」が第30期末

時点（2,134百万円）の合計額を記しています。
（注）売却物件の含み損益は、第29期末（2016年5月期）における含み損の合計額を記しています。

① ② ②-①

取得/売却物件数 2物件売却 4物件取得      ＋2物件

取得価格（百万円） 4,730 6,630      ＋1,900

鑑定評価額（百万円） 3,635 7,212      ＋3,577

含み損益（百万円） ▲1,023 373      ＋1,396

NOI利回り 3.36% 4.98%      ＋1.62%

償却後利回り 2.24% 4.05%      ＋1.82%

分配金への影響（第30期比） ▲35円 ＋103円      ＋68円

売却物件
入替・新規
取得物件

入替・新規取
得による効果

II-4 外部成長③ 第31期の売買戦略の効果

取得物件：（20物件）

譲渡物件：（9物件） 譲渡物件：例外的資産（4物件）

第31期取得物件：（4物件）
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所在地 東京都北区田端新町

取得価格 1,100百万円

鑑定評価額 1,280百万円

NOI利回り（注） 5.56％

償却後利回り（注） 4.20％

延床面積 2,457.71㎡

建築時期 2015年12月1日

取得日 2017年8月25日

ＨＦ八王子レジデンス

（注）ＮＯＩ利回り＝各取得資産にかかる運用純収益（ＮＯＩ）÷各取得価格 *NOIは各取得資産の鑑定評価書に記載された直接還元法による収益価格の前提となる1年間のNOIを用いています。
償却後利回り＝（各取得資産にかかる運用純収益（NOI）*－減価償却費**）÷各取得価格 **減価償却費は本投資法人の既存運用資産と同じく、耐用年数に応じた定額法の償却率により本投資法人が試算した1年間の試算値を用いています。

都営大江戸線「両国」駅から徒歩3分、JR総武本線「両国」駅から徒歩
8分、都営大江戸線及び都営新宿線「森下」駅から徒歩6分の距離に

位置し、複数路線・複数駅が利用可能なため都内の主要オフィスエ
リアへのアクセスに優れています。
各住戸部分は、1Kタイプ（44戸、約25㎡～約27㎡）および1LDKタイプ
（22戸、約45㎡）の全66戸で構成されています。

設備水準については、オートロック、内廊下、ＴＶモニター付インター
フォン等防犯面に配慮されているほか、宅配ボックス、バス・トイレ
別、温水洗浄便座及びエアコン等を備えています。このため、本物件
の主な需要層である単身者やDINKSの要求水準を十分に満たしてお
り、近隣物件と比較しても高い競争力を有しています。

JR山手線・京浜東北線「田端」駅から徒歩9分、 JR山手線・京浜東
北線および東京メトロ千代田線「西日暮里」駅から徒歩11分、日
暮里・舎人ライナー線「赤土小学校前」駅から徒歩4分の場所に

立地しています。複数路線・複数駅が利用可能なため都内の主
要オフィスエリアへのアクセスに優れています。
1Kタイプ（42戸、約26㎡～約28㎡）および2LDKタイプ（14戸、約56
㎡～約57㎡）の全56戸で構成されています。オートロック、内廊

下、ＴＶモニター付インターフォン等防犯面に配慮。宅配ボックス、
バス・トイレ別、浴室乾燥機及び温水洗浄便座等が設置されてい
ます。このように、主な需要層である単身者やDINKSの要求水準
を満たし、近隣物件との対比で十分な競争力を有しています。

ＨＦ両国レジデンスＨＦ田端レジデンス

ＪＲ中央本線・横浜線・相模線・八高線・川越線の各線が乗り入れる
「八王子」駅から徒歩6分、京王線「京王八王子」駅から徒歩10分の

距離にあり、複数路線・複数駅が利用可能です。新宿や横浜といっ
た主要オフィスエリアには乗り換えなしでアクセス可能であることに加
え、立川、町田、府中、調布など東京西部にある各オフィスエリアへ
のアクセスにも優れています。
各住戸部分は、1Kタイプ（43戸、約20㎡～約33㎡）および1LDKタイプ
（6戸、約34㎡～約35㎡）、店舗2区画の全51戸で構成されています。

設備水準については、オートロック、ＴＶモニター付インターフォン等
防犯面に配慮されているほか、宅配ボックス、バス・トイレ別、浴室乾
燥機、追い焚き機能付き風呂、温水洗浄便座及びエアコン等を備え
ており、設備水準は高位なものとなっています。

II-5 外部成長④ 第32・第33期新規取得（予定）物件

所在地 東京都墨田区緑

取得価格 1,400百万円

鑑定評価額 1,580百万円

NOI利回り（注） 5.43％

償却後利回り（注） 4.15％

延床面積 2,705.78㎡

建築時期 2017年3月1日

取得日 2017年12月15日

所在地 東京都八王子市中町

取得価格 1,120百万円

鑑定評価額 1,180百万円

NOI利回り（注） 5.20％

償却後利回り（注） 4.38％

延床面積 1,833.55㎡

建築時期 2009年2月27日

取得日 2017年12月15日
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 資産入替によりポートフォリオの質が改善：含み損益償却後利回りの各水準が改善し、分配金の増額に寄与

II-6 外部成長⑤ 第32期以降における売買戦略の効果

スポンサー変更以降取得した物件と売却した物件のパフォーマンス

取得物件：（24物件）

譲渡物件：（11物件） 譲渡物件：例外的資産（4物件）

取得（予定）物件：（3物件）
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新規取得による
NOIの増加額
＋1,654百万円
（＋1,630円/口）

譲渡による
NOIの減百少額
▲453 万円
（▲447円/口）

HF八王子
レジデンス

HF両国
レジデンス

HF新横浜
ビルディング

安和司町ビル

HF田端
レジデンス

第32期及び第33期の資産入替および新規取得

取得物件
（入替）

売却物件
（入替）

Re-83 ＨＦ田端レジデンス Re-84ＨＦ両国レジデンスOf-16 安和司町ビル Of-10 HF新横浜ビルディング

入替

Re-85ＨＦ八王子レジデンス

（単位：百万円）

取引前 譲渡物件 取得物件

取引後2017年11月
29日現在

HF新横浜
ビルディング

HF両国
レジデンス

HF八王子
レジデンス

物件数 100物件 ▲1物件 1物件 1物件 101物件

取得予定価格 166,353 1,550 1,400 1,120 167,323

譲渡予定価格 - 1,220 - - -

鑑定評価額 183,330 1,110 1,580 1,180 184,980

含み損益/減損損失 22,207 ▲143（注） 180 60 22,688

NOI利回り 5.25% 4.61% 5.43% 5.20% 5.30%

償却後利回り 4.06% 1.93% 4.15% 4.38% 4.13%

有利子負債残高 79,261 - 1,500（注） 80,761

鑑定LTV 43.23% - - - 43.66%

オフィス比率 43.91% - - - 42.73%

東京都区部の比率 68.34% 横浜市 墨田区 八王子市 68.78%

築年数 17.36年 24.89年 0.79年 8.80年 17.16年

1口当たり分配金
への影響

- ▲3.9円 ＋17.7円 ＋13.7円 ＋27.6円

資産入替の効果

（注）「HF新横浜ビルディング」の譲渡に際し、第32期に約143百万円の減損損失を計上する見込みです。
（注）本入替においては、「HF両国レジデンス」と「HF八王子レジデンス」の取得資金の一部として1,500百万円の借入金を調達する予定です。

（注）2010年10月1日の旧ジャパン・シングルレジデンス投資法人との合併時に、同投資法人から承継した物件は除きます。
（注）第33期に取得予定である「HF両国レジデンス」、「HF八王子レジデンス」については、現時点において本投資法人における運用実績がないこと

から、上記グラフでは巡航ベースのNOI利回りを示すため、取得時における鑑定評価書に記載された直接還元法による収益価格の前提となる
1年間の運営収益（NOI）を取得価格で除した数値を掲載しています。
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II-7 外部成長⑥ 物件売買の歴史

物件取得
増資

物件取得

増資

物件取得

増資

物件取得
物件取得

31期30期

入替

物件売却 物件売却

入替

物件売却

物件取得

茅場町平和ビル 広小路アクアプレイス 神戸旧居留地平和ビル

三田平和ビル（底地）

栄ミナミ平和ビル

ＨＦ桜通ビルディング

ＨＦ日本橋浜町ビルディング

ＨＦ仙台本町ビルディング

ＨＦ若松河田レジデンス
HF上野ビルディング 麹町HFビル

HF九段南ビルディング HF 仙台レジデンスEAST
HF 西公園レジデンス

HF 晩翠通レジデンス

ＨＦ神田小川町ビルディング 日総第5ビル HF関内レジデンス

HF名駅北レジデンス HF東札幌レジデンス

アクロス新川ビル

KCAビル スーパーホテル大阪
・天王寺

スーパーホテル京都
・烏丸五条

入替①
地方に点在する小振り
なレジデンスを売却し、
東京都心のレジデンス
への入替。収益力を維
持しながら管理運用効
率の改善。

スーパーホテル仙台
・広瀬通り

スーパーホテルさいたま
・大宮

渋谷AXヒルズ三宮三和東洋ビル

グレンパーク池田山

ルネ東寺尾

HF南六条レジデンス

HF天神南レジデンス

HF南五条レジデンス

入替

物件取得

物件売却

入替

物件取得

入替

物件取得

入替

物件売却

千住ミルディスⅡ番館

ＨＦ中目黒ビルディング

入替

物件売却

増資

物件取得

入替②
例外的資産であるホテルを売
却し、主要資産であるオフィス
とレジデンスへの入替。収益力
の強化と安定化を実現。

入替③
含み損を抱えた低利回りの物件を売却し、含み益
のあるより高い利回りの物件に入替。NAVの改
善、収益力強化および景気変動リスクを受けにくい
ポートフォリオの構築を目指す。

16期 27期 28期 29期24期 25期23期19期17期

物件取得

ＨＦ博多東レジデンス

21期

ＨＦ仙台五橋レジデンス

（注）2010年10月1日の旧ジャパン・シングルレジデンス投資法人との合併時に、同投資法人から承継した物件は除きます。

32期 33期

ＨＦ八王子レジデンス

ＨＦ両国レジデンス

ＨＦ新横浜ビルディング安和司町ビル

入替

物件売却

入替

物件売却

入替

物件取得

ＨＦ田端レジデンス

入替

物件取得



33

99.3

98.7 98.5 98.3
98.6

98.9
99.3

15,453

14,854

14,732

14,793 14,780

14,581 14,553

14,679

14,000

14,200

14,400

14,600

14,800

15,000

15,200

15,400

90

92

94

96

98

100

第24期
2013/11

第25期
2014/5

第26期
2014/11

第27期
2015/5

第28期
2015/11

第29期
2016/5

第30期
2016/11

第31期
2017/5

賃料指数 平均賃料単価

1,586 

2,882 

3,972 3,851 

1,042 

2,180 
1,618 

3,658 

2,589 

1,002 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

第27期
2015/5

第28期
2015/11

第29期
2016/5

第30期
2016/11

第31期
2017/5

入居面積（期中） 退去面積（期中）

90%

92%

94%

96%

98%

100%
稼働率（月末）

9.2
7.9

2.6 2.3 2.0

3.4

3.3

2.3
1.7 2.2

0

2

4

6

8

10

12

14

第27期
2015/5

第28期
2015/11

第29期
2016/5

第30期
2016/11

第31期
2017/5

空室期間 フリーレント

 稼働率が歴史的高水準を記録：期中平均稼働率（99.5%）は上場来最高水準を更新
 空室期間は2.0ヶ月とさらに短期化。フリーレントとの合計期間は4.2ヶ月で、持続的な空室面積の早期収益化を実現
 賃料ギャップは好転し、賃料指数の上昇トレンドが鮮明に

空室期間とフリーレントの動向
（月数）

12.6ヶ月

11.2ヶ月

4.9ヶ月
4.0ヶ月

月次稼働率とテナント入退去の動向
（㎡）

4.2ヶ月

129 152

167 157 160
27

30
29 34 30

124 106 90 93 98

4.10%

2.24%

0.31%

0.58%

-0.53%

0.25%

-1%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

第27期
2015/5

第28期
2015/11

第29期
2016/5

第30期
2016/11

第31期
2017/5

ポジティブギャップテナント数 ギャップなしテナント数

ネガティブギャップテナント数 乖離率（特殊ビル除く）

新規物件
取得による
改善効果

賃料ギャップの推移

渋谷AXヒルズ

HF中目黒ビル
ディング

売却

売却

HF桜通ビルディング
HF日本橋浜町ビルディング
HF仙台本町ビルディング

HF上野ビルディング
麹町HFビル
HF九段南ビルディング

取得

HF神田小川町
ビルディング

取得取得

日総第5ビル 取得

期末平均契約賃料単価と契約賃料指数の推移

II-8 内部成長① オフィス運用状況 その1
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2
以
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28期 29期 30期 31期 32期 1

（千円）

改定額累積（月次）

第28期 第29期 第30期 第31期 第32期

期中平均額

 賃料増額改定は順調に進展し、来期（第32期）以降は対当期ベースで10円以上の分配金の増加に寄与する見込み（2017年7月19日現在）
 市場賃料よりも契約賃料が低い（ポジティブギャップ）テナントの増額改定が進展し、ネガティブギャップのテナントの減額改定は見られなくなった

賃料改定による収益寄与実績と見通し（月額契約賃料ベース）

（注1）第32期以降の改定件数及び改定割合は2017年7月19日時点で合意済みのものを示しています。
（注2）第32期以降の改定が通期寄与となる時点における、対当期ベースでの寄与額を示しています。

増額改定の本決算期への寄与

増額改定による
来期（第32期）以降への寄与
（2017年7月19日現在）

賃料収入：
分配金換算：

3.9百万円
3.9円

賃料収入：
分配金換算：

13.5百万円
13.3円

（単位：千円）

（注）月額数値については、対象期に発生した改定の月額改定額合計を示し、期別寄与については対前期比での対象期への寄与額を示します（退去済み、売却物件は寄与額の算出上除外）。

本決算期

第28期 第29期 第30期 第31期 第32期以降 （注1）

増
額
改
定

件数 4 14 22 18 17

月額
(改定率)

370
(+9.8%)

647
(+5.1%)

1,478
(+5.8%)

706
(+6.4%)

1,827
(+9.5%)

減
額
改
定

件数 2 2 3 0 0

月額
(改定率)

-127
(-5.3%)

-728
(-4.4%)

-244
(-7.2%)

0 0

合
計

月額 242 -80 1,233 706 1,827

期別寄与
（前期比）

-25 -925 5,397 3,953 13,503 （注2）

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

-10% -5% 0% 5% 10% 15% 20% 25%

第28期改定テナント

第29期改定テナント

第30期改定テナント

第31期改定テナント

第32期以降改定テナント

ポジティブギャップ
（市場賃料＞契約賃料）

ネガティブギャップ
（市場賃料＜契約賃料）

賃料改定率

賃料ギャップと賃料改定実績の分布

II-9 内部成長② オフィス運用状況 その2
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11,374円 11,354円 11,360円
11,255円

11,179円

10,945円 10,956円
10,856円

100.0 99.9 99.9 100.0 100.1 100.2 100.2 100.5

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

102.0

10,000円

10,500円

11,000円

11,500円

第24期末
2013/11

第25期末
2014/5

第26期末
2014/11

第27期末
2015/5

第28期末
2015/11

第29期末
2016/5

第30期末
2016/11

第31期末
2017/5

レジデンス平均賃料 指数

HF仙台レジデンスEAST

HF関内レジデンス
HF名駅北レジデンス
HF東札幌レジデンス

HF西公園レジデンス
HF晩翠通レジデンス

HF博多東レジデンス
HF仙台五橋レジデンス

25.20%

（506）
23.80%

（487）

27.79%

（637） 21.98%

（504）

26.92%

（635）

27.59%

（554） 23.70%

（485）

27.13%

（622） 20.50%

（470）

28.32%

（668）

0%

10%

20%

30%

40%

第27期
2015/5

第28期
2015/11

第29期
2016/5

第30期
2016/11

第31期
2017/5

新規入居率（年換算） 退去率（年換算）

90%

92%

94%

96%

98%

100%
稼働率(右軸）

 高い稼働率で安定して推移
 賃料単価は緩やかであるものの持続的に増加： 新規入居時および更新時賃料の増額改定が進展し、賃料水準トレンドが鮮明に

II-10 内部成長③ レジデンス運用状況

6.1%
(50)

5.7%
(39)

5.6%
(54)

3.6%
(19)

3.1%
(21)

93.7%
(768)

94.2%
(649)

93.5%
(905)

95.3%
(510)

96.0%
(651)

0.2%
(2)

0.1%
(1)

0.9%
(9)

1.1%
(6)

0.9%
(6)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第31期
2017/5

第30期
2016/11

第29期
2016/5

第28期
2015/11

第27期
2015/5

増額 据置 減額

53.5%

（340）

43.1%

（217）

54.8%

（349）

53.2%

（259）

50.5%

（255）

13.9%

（88）

16.9%

（85）

15.5%

（99）

18.9%

（92）

19.4%

（98）

32.6%

（207）

40.1%

（202）

29.7%

（189）

27.9%

（136）

30.1%

（152）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第31期
2017/5

第30期
2016/11

第29期
2016/5

第28期
2015/11

第27期
2015/5

増額 据置 減額

新規入居時の賃料改定状況

（注）（）カッコ内の数値は、各区分に属する入居者数を記載しています。

更新時の賃料改定状況

（注）（）カッコ内の数値は、各区分に属する入居者数を記載しています。

賃料変化率

+0.50％

賃料変化率

+0.06％

+0.05％+1.09％

+0.70％ +0.18％

△0.04％
+0.18％

+1.01％ +0.18％

月次稼働率と入退去率の動向

（注）（）カッコ内の数値は、新規入居及び退去レジデンステナント数を記載しています。

平均賃料単価と賃料指数

物件の売買を行うと、売買物件の賃料水準が計算に含まれるため平均賃料単価は影響を受けますが、賃料指数の計算にお
いてはそのような影響を排除しています。平均賃料単価は本投資法人の契約賃料水準を、賃料指数は賃料改定の方向とそ
の改定幅をご確認いただけます。 （第24期末を100としています。）
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85
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91
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97

100

 リニューアル工事の実施により、物件競争力強化と資産価値の維持向上を図る
 リニューアル後には稼働率が改善し、収益力の拡大に貢献

資本的支出実施額の推移

稼働率の推移（ＨＦ芝公園レジデンス）

工事完了

期中平均

91.6%

期中平均

95.7%

（％）

ＨＦ芝公園レジデンス

ＨＦ梅田レジデンスTOWER

After

9.0 9.1
9.6 9.6 9.7

3.5
4.3

3.8 3.8
3.4

0.0

2.5

5.0

7.5

10.0

第27期
2015/5

第28期
2015/11

第29期
2016/5

第30期
2016/11

第31期
2017/5

（億円） 減価償却費 資本的支出額

After

II-11 内部成長④ リニューアル工事
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3.38 3.30 

2.36 

3.14 
3.68 

4.09 4.07 
4.51 

4.93 5.16 
5.41 

5.76 6.19 
6.35 

6.45 6.36 

1.902%1.932%

2.055%

1.896%1.864%1.836%

1.609%

1.497%
1.397%

1.297%1.276%1.252%
1.179%

1.033% 0.983%

0.944%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

0年

1年

2年

3年

4年

5年

6年

7年

平均調達年数(左軸） 平均借入金利（右軸）

 財務基盤の強化が進展：持続的な借入コストの低下と、鑑定LTVの低下による物件取得余力の拡大

平均借入金利：0.983% ⇒ 0.944%  鑑定ＬＴＶ：43.6%⇒ 43.2% 借入余力：224億円⇒ 248億円 借入余力：224億円⇒ 248億円

II-12 財務戦略 ファイナンスの状況

借入金残高一覧

（注）上記のレンダー名称は各会社の正式名称の一部を省略し、記載しています。

平均調達年数及び平均金利の推移第31期有利子負債サマリー

（注1）LTV＝期末有利子負債額／期末総資産額
（注2）鑑定ベースLTV＝期末有利子負債額／期末鑑定評価額

（注3）R＆Iは株式会社格付投資情報センターの略称です。
（注4）JCRは株式会社日本格付研究所の略称です。

平均金利 平均調達年数 平均残存年数 LTV （注1） 鑑定LTV （注2）

0.944% 6.36年 3.88年 44.3% 43.2%

金利
固定化比率

長期借入金比率
1年以内返済予定

長期借入金比率

格付
R&I （注3）

格付
JCR （注4）

75.6% 80.6% 19.4% A- (安定的) A (安定的)

レンダー名
借入

残高
シェア レンダー名

借入

残高
シェア

三井住友 19,322 24.4% オリックス 1,530 1.9%

あおぞら 12,444 15.7% 野村信託 1,485 1.9%

りそな 11,750 14.8% 農林中金 1,477 1.9%

三菱東京UFJ 8,335 10.5% 福岡 1,385 1.7%

三井住友信託 8,129 10.3% 三菱UFJ信託 1,385 1.7%

みずほ信託 6,367 8.0% 新生 1,285 1.6%

日本政策投資 1,900 2.4% 損保ジャパン日本興亜 469 0.6%

みずほ 1,600 2.0% 七十七 400 0.5%

（ご参考）第32期投資法人債

コミットメント・ラインの設定状況

設定銀行 借入限度額 契約期間 備考

三井住友銀行 25億円

平成29年6月1日～
平成30年5月31日

無担保
無保証

三菱東京UFJ銀行 20億円

みずほ銀行 15億円

発行金額 利率 発行日 償還日 期間

第1回無担保投資法人債 1,000百万円 0.300% 2017/6/30 2022/6/30 5.00

第2回無担保投資法人債 1,800百万円 0.650% 2017/6/30 2027/6/30 10.00
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II-13 サスティナビリティへの取り組みと災害対応

災害対応

ESG / 環境認証の取得

GRESB調査への参加

GRESB（Global Real Estate Sustainability Benchmark)

とは不動産会社やファンドを対象に、環境・社会・ガ
バナンス（Environmental, Social And Governance : 
ESG）の観点からサスティナビリティ配慮を測るベンチ
マークです。

本投資法人も調査に参加しています。

ポートフォリオ

PML
3.2％

大規模地震のリスクとその対応

本投資法人は、物件取得に際して第三者専門機関
よるPML*（Probable Maximum Loss)調査を実施し、
地震リスクの計測を行っています。

PML値の高い物件については地震保険の付保や耐
震補強工事を実施します。保有する全100物件のう
ち、オフィス2物件についは補強工事を行ったこと

で、現在所有する全ての物件が新耐震基準に相当
する耐震性能を備えています。

DBJ Green Building認証制度と

は、環境・社会への配慮がなさ
れた不動産（Green Building）を

対象に、株式会社日本政策投
資銀行が独自に開発したスコア
リングモデルにより5段階（5つ
星から1つ星）で評価し、選定・
認証する制度です

DBJ Green Building認証*の取得

本投資法人の保有物件である「HF桜通ビルディング」がDBJ Green Building認証の3つ
星（非常に優れた「環境・社会への配慮」がなされたビル）の認証を取得しています。

 SMBCサステイナブルビルディング評価融資制度の取得

「SMBCサステイナブルビルディング評価

融資制度」とは株式会社三井住友銀行と
株式会社ヴォンエルフが作成した独自の

評価基準に基づき、企業が保有・建設す
るビルディングの環境性能等について評
価を行う制度です。

本投資法人の保有物件である「HF桜通ビ
ルディング」と「広小路アクアプレイス」の2物

件が本制度に参加し、高い評価を受けてい
ます。

※PMLとは地震による予想最大損失額を意味しています。475年間に一度起こる最大の地
震で、建物が被る被害額の最大値を、再調達価格に占める割合で示したものを言います。

ＨＦ桜通ビルディング

本投資法人のポートフォリオPMLは3.2%ですが、本数値に基づいて計算した予
想最大損失額は23億円になります。これは歴史的にみても非常に大きな規模

の地震に見舞われたとしても、手元資金で十分に対応可能な範囲に収まって
いることを示しています。

なお、2016年に発生した熊本地震による本投資法人の被害額はゼロにとどま
り、2011年に発生した東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）においても物件
運営に支障をきたすような被害は受けていません。

省エネ法における優良事業者としての認定

本認定制度は経済産業省・資源エネルギー庁が、総合資源エネルギー調査会省
エネルギー小委員会の取りまとめ（平成27年8月28日）に沿って、省エネ優良事業

者を公表することで事業者に自らの省エネ取組状況の客観的な認識を促すことを
目的として実施しているものです。 評価はSクラス（省エネが優良な事業者）、Aク
ラス（一般的な事業者）、Bクラス（省エネが停滞している事業者）、Cクラス（注意を
要する事業者）の4段階で行われます。

本投資法人は2年連続でSクラス（省エネが優良な事業者）の評価を受けていま
す。



III ご参考：第31期決算の概要とポートフォリオ一覧
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第32期(予想)
分配金（1口）

2,025円

内部成長

 稼働率の向上：ポートフォリオ全体の期中平均稼働

率は97.82%と上場来最高水準を更新

 オフィス：賃料増額改定の改定幅がさらに拡大

 レジデンス：賃料水準の持続的な改善と、繁忙期に

よる収入及び礼金取得率の改善

外部成長

 資産の入替：オフィス2物件、レジデンス2物件を新規

取得。オフィス2物件は、収益力回復の見込みが薄く、

含み損を抱えていた2物件と入替売買を実施。

高い収益力が見込まれる物件を取得

 含み益の拡大：入替戦略の推進と、賃料増額改定

およびキャップレートの低下

により鑑定評価額が増加。

含み損益率は上場来最高

水準を4期連続で更新

 NAVの持続的な成長：

スポンサー変更後の最高

水準を7期連続で更新

財務運営

 借入コストの持続的な低下

 返済期限の分散化、鑑定LTVの低下の進展、

借入余力の拡大

 <第32期>投資法人債の発行による資金調達手段の

多様化

1口当たりのNAVの推移 分配金の推移

第30期末
含み益額 177億円
含み益率 11.2%

第30期
期中平均稼働率 97.32%
NOI利回り 5.14%

第31期
期中平均稼働率 97.82%
NOI利回り 5.26%

第31期末
平均借入金利 0.944%
平均調達年数 6.36年

第33期(予想)
分配金（1口）

2,025円

第31期末
1口当たりNAV

112,737円

第30期末
1口当たりNAV

108,370円

第31期
分配金（1口）

2,017円

第30期
分配金（1口）

1,884円

第30期：オフィス
賃料増額改定 22件
増額改定割合 5.79%

第31期：オフィス
賃料増額改定 18件
増額改定割合 6.37%

第30期末
鑑定LTV     43.6%
借入余力 224億円

第31期末
鑑定LTV     43.2%
借入余力 248億円

スポンサー変更後の最高値を7期連続で更新 中期目標であった2,000円を達成

第30期末
平均借入金利 0.983%
平均調達年数 6.45年

第31期末
含み益額 220億円
含み益率 13.6%

III-1 第31期（2017年5月期）ハイライト
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III-2  第31期決算実績

前期比増減要因 （第31期実績－第30期実績）

主な要因 金額

営業収益

既存物件の賃料等収益の増減
・オフィス（増加）
・レジデンス（増加）
資産入替
・物件売却による収益の減少
・新規物件取得による収益の増加

18
27

△82
166

営業費用

既存物件の賃貸事業費用の増減
・オフィス（減少）
・レジデンス（増加）
資産入替
・物件売却による賃貸事業費用の減少
・新規物件取得による賃貸事業費用の増加
販管費
前期計上の売却損失

△22
20

△47
61
21

△52

営業外費用
支払利息
融資関連費用

△19
△16

特別損失 前期計上の減損損失（HF中目黒ビルディング売却） 734

 中期目標の1つである分配金2,000円/口を達成
 新規物件の取得、オフィスの稼働率改善と賃料の増額改定、およびレジデンスの礼金・更新料収入の増加が営業収益の拡大に貢献
 金融費用等のコスト削減が進展
 前期の売却損失および減損損失の計上要因が解消したことから、1口当たり当期純利益は実力ベースの水準に回帰

（単位：百万円）

第30期
実績

第31期
実績

前期比
増減

営業収益 5,698 5,827 129

営業費用 3,324 3,305 △18

営業利益 2,374 2,521 147

営業外収益 8 9 1

営業外費用 562 523 △38

経常利益 1,820 2,007 187

特別損失 734 - △734

当期純利益 1,085 2,007 921

EPU
（1口当たり当期純利益）

1,069円 1,977円 908円

繰越利益取崩 495 - △495

一時差異等調整
積立金取崩

330 40 △290

DPU
（1口当たり分配金）

1,884円 2,017円 133円

（注）第31期予想については、2017年1月16日付公表の予想数値を記載しています。

第31期
予想

予想比
増減

5,809 18

3,324 △19

2,484 37

5 4

519 4

1,970 37

- -

1,969 38

1,940円 37円

- -

40 -

1,980円 37円

※物件売却による変動 ：

予想比増減要因 （第31期実績－第31期予想）

主な要因 金額

営業収益
既存レジデンス礼金・更新料収入等
HF仙台五橋レジデンス

5
14

営業費用
既存オフィス・レジデンス水光熱費、その他費用
HF仙台五橋レジデンス
販管費

△25
8

△2

第30期に売却した渋谷AXヒルズ、当期に売却したHF中目黒ビルディン
グによる変動を指します。

※新規物件取得による変動 ： 当期に取得したオフィス2物件（アクロス新川ビル、千住ミルディスⅡ番
館）、レジデンス2物件（HF博多東レジデンス、HF仙台五橋レジデンス）
による変動を指します。

※当期に取得した4物件のうち、HF仙台五橋レジデンスについては、投資決定が2017年1月26日であった
ため、左記予想値に織り込まれておらず、取得による差異が生じております。
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III-3  1口当たり分配金の変動要因（対前期比）

 資産入替（低収益物件の売却と高収益物件の取得）、および新規物件の取得により1口当たり分配金が大幅増加
 オフィスは上場来最高水準となる稼働率の達成と賃料の増額改定の進展が賃料収入の増加に寄与
 レジデンスはリーシングの繁忙期にあたり、賃料、礼金、更新料収入がいずれも増加
 金融費用の削減が進展：30億円の新規借入に伴う費用増を吸収して、なお40円/口の増配寄与

1,800

1,850

1,900

1,950

2,000

2,050

第30期分配金 賃料収入 その他賃貸

収入

賃貸事業費用 賃料収入 その他賃貸

収入

賃貸事業費用 売却物件 新規オフィス 新規レジデンス 販管費 営業外損益 第31期分配金

既存レジデンス

0

稼働率上昇による増加
賃料増額改定による増加

（円）

既存オフィス 資産入替と新規取得

+40円 +6円 +68円

リーシング費用
水道光熱費
その他

礼金・更新料 +17

財務

▲13

▲11

+2

駐車場収入
水道光熱費収入
その他

+1

▲9

▲3

リーシング費用
更新手数料
修繕費

+7

+4

+9

渋谷AXヒルズ
HF中目黒ビルディング

▲18

▲17

アクロス新川ビル
千住ミルディスⅡ番館

+50

+35

HF博多東レジデンス
HF仙台五橋レジデンス

+12

+6

リファイナンス効果
物件取得新規の借入
基準金利低下
その他

+35

▲2

+5

+2

+40円

控除対象外消費税
その他

1,884

2,017

29
▲11

22

8

18 ▲20

▲35

85

18 ▲21

40

DPU
+133円
+7.0%

（注）第31期に取得した新規4物件の固都税は第32期以降段階的に費用計上される予定です。
費用化後の計上額は分配金1口当たり約16円（アクロス新川ビル：8円、千住ミルディスⅡ番館：4円、HF博多東レジデンス：2円、HF仙台五橋レジデンス：2円）を想定しています（鑑定評価書による試算ベース）。

+9

+12

+25

+4



43

III-4 第32期（2017年11月期）・第33期（2018年5月期）運用状況の予想

 新たな中期分配金目標として2,250円/口を設定。 実現に向けた取り組みを推進
・新規取得物件の通期寄与 （公租公課は第32期以降段階的に費用化）
・ オフィス ：稼働率の高位安定および賃料の増額改定の更なる進展
・レジデンス ：継続的に安定した収益の確保
・費用削減（管理費用、金融費用）への継続的な取り組み

（単位：百万円）

第31期
実績（a）

第32期
予想（b）

第33期
予想（c）

増減
(b-a)

増減
(c-b)

営業収益 5,827 5,874 5,880 47 6

営業費用 3,305 3,341 3,364 36 23

営業利益 2,521 2,533 2,515 12 △18

営業外収益 9 1 1 △8 -

営業外費用 523 519 502 △4 △17

経常利益 2,007 2,015 2,015 8 -

当期純利益 2,007 2,015 2,014 8 △1

EPU
（1口当たり当期純利益）

1,977円 1,985円 1985円 8円 -

一時差異等調整積立金取崩 40 40 40 - -

DPU（1口当たり分配金） 2,017円 2,025円 2,025円 8円 -

（注）2017年7月18日付公表の予想数値を記載しています。 予想数値は一定の前提条件の下に算出した現時点のものであり、状況の変化により実際の当期純利益、分配金は変動する可能性があります。なお、本予想は、1口当たり分配金の額を保証するものではありません。
（注）EPU・DPUは当期純利益を第31期末時点の投資口数（1,014,847口）で除した値を記載しています。

１口当たり予想分配金

第32期（2017年11月期） 第33期（2018年5月期）

2,025円 2,025円

第31期末における分配金安定化ツール

一時差異等調整積立金残高（分配金支払後） 2,085百万円

繰越欠損金残高 4,450百万円

予想の主な前提条件
第31期
(実績）

第32期
（予想）

第33期
（予想）

稼働率

ポートフォリオ 97.82％ 97.85％ 97.52％

オフィス 99.50％ 99.55％ 98.34％

レジデンス 96.73％ 96.75％ 96.98％

ＮＯＩ
利回り

ポートフォリオ 5.26％ 5.26％ 5.25％

オフィス 5.33％ 5.35％ 5.35％

レジデンス 5.20％ 5.19％ 5.17％

一時差異等調整積立金取崩 40百万円 40百万円 40百万円

発行済投資口数 1,014,847口 1,014,847口 1,014,847口

増減要因

主な要因
第32期
予想(b-a)

第33期
予想(c-b)

営業収益

オフィス
・第31期新規取得物件の通期寄与
・既存物件
・第31期物件売却による収益減
レジデンス
・第31期新規取得物件の通期寄与
・既存物件

33
24
△6

20
△24

-
△25

-

-
30

営業費用

オフィス
・第31期新規取得物件の通期計上
・既存物件
・物件売却による費用減
レジデンス
・第31期新規取得物件の通期計上
・既存物件
販管費

13
30
△2

5
△15

3

-
△21

-

-
42

2

営業外
費用

支払利息
融資関連費用
その他

2
△3
△3

△5
△4
△6

（単位：百万円）
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III-5 ポートフォリオ一覧①
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III-6 ポートフォリオ一覧②
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III-7 ポートフォリオ一覧③
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III-8 ポートフォリオ一覧④

第31期末（2017年5月期）時点
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IRメールは、IR情報配信サービス「RIMSNET」（リムズネット）より配信しています。
「RIMSNET」は三菱UFJ信託銀行証券代行部が運営しています。

 ホームページに重要事項が掲載され次第、メールでお知らせするIRメール配信サービスが稼働中です。是非ご登録ください。

III-9 IRメール配信について

ホームページアドレス:        http://www.heiwa-re.co.jp/

下記のQRコードから
アクセスできます

スマートフォンサイトもあります

[ご注意]
 本資料は、情報提供を目的としたものであり、特定の商品の募集・勧誘・営業等を目的としたものではありません。
 本資料で提供している情報は、金融商品取引法、投資信託及び投資法人に関する法律、東京証券取引所有価証券上場規定並びにその他関連法令、関係諸規則に基づく開示書類又は報告書ではありません。
 本資料の内容については、将来の予測に関する記述が含まれていますが、こうした記述は、将来の本投資法人の業績、経営結果、財務内容等を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、その正確性及び
確実性を保証するものではありません。なお、予告なしにその内容が変更又は廃止される場合がありますので、予めご了承下さい。

 なお、事前の承諾なしに、本資料に掲載されている内容の複製・転用等を行うことを禁止いたします。
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本資料の内容については、将来の予測に関する記述が含まれていますが、こうした記述は、将来の本投資法人の業績、経営結
果、財務内容等を保証するものではありません。また、本資料の内容に関しては、その正確性及び確実性を保証するものではありま
せん。なお、予告なしにその内容が変更又は廃止される場合がありますので、予めご了承下さい。

なお、事前の承諾なしに、本資料に掲載されている内容の複製・転用等を行うことを禁止いたします。





投資口価格の推移（2009/10/19 – 2017/12/4）

投資口価格の状況

投資口価格の推移（2016/5/31 – 2017/12/4）
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投資口価格の推移（2009/10/19-2017/12/4）

投資口価格の状況

予想分配金額と分配金利回り

決算期 5月/11月(半年毎)

分配金支払い月 8月/2月(半年毎)

第30期（2016/11）実績
第31期（2017/05）実績
第32期（2017/11）予想
第33期（2018/05）予想

1口当たり 1,884円
1口当たり 2,017円
1口当たり 2,025円
1口当たり 2,025円

予想分配金利回り： 4.33%
（第32期分配金予想+第33期分配金予想）÷投資口価格

投資口価格： 93,600円
（2017/12/4）
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